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Abstract　0LFURSODVWLFV��VPDOO�SODVWLF�SLHFHV�OHVV�WKDQ���PP�LQ�VL]H��DUH�RQH�RI�WKH�PRVW�FRQ-
FHUQLQJ�SROOXWDQWV�WKDW�FDQ�EH�KDUPIXO�WR�WKH�HQYLURQPHQW�DQG�LWV�ELRWD�WRGD\��%HFDXVH�RI�WKHLU�
KLJK�DEXQGDQFH�DQG�VPDOO�SDUWLFOH�VL]H��PLFURSODVWLFV�DUH�NQRZQ�WR�EH�HDVLO\�LQJHVWHG�E\�PLFUR-
RUJDQLVPV�DQG�DIIHFW�PDQ\�RUJDQLVPV�DV�WKH\�PRYH�WKURXJK�WKH�IRRG�FKDLQ��,Q�DGGLWLRQ��WKHUH�LV�
FRQFHUQ�WKDW�PLFURSODVWLFV�FDQ�EH�YHFWRUV�RI�KD]DUGRXV�VXEVWDQFHV�DV�WKH\�DUH�NQRZQ�WR�DGVRUE�
SHUVLVWHQW�RUJDQLF�SROOXWDQWV��323V��LQ�WKH�HQYLURQPHQW��+RZHYHU��DQ�HIÀFLHQW�WUHDWPHQW�PHWK-
RG�IRU�UHPRYLQJ�PLFURSODVWLFV�LQ�ZDVWHZDWHU�KDV�\HW�WR�EH�HVWDEOLVKHG��,Q�UHFHQW�\HDUV��UHVHDUFK�
RQ�LQWURGXFLQJ�SKRWRFDWDO\WLF�R[LGDWLYH�GHJUDGDWLRQ�V\VWHPV�LQWR�ZDVWHZDWHU� WUHDWPHQW�SODQWV�
�::73V��ZDV�UHSRUWHG�IRU�WKH�SRWHQWLDO�UHPRYDO�RI�PLFURSODVWLFV�IURP�ZDVWHZDWHU��1HYHUWKH-
OHVV��SUHYLRXV�UHSRUWV�RQO\�IRFXVHG�RQ�GHYHORSLQJ�DQG�HYDOXDWLQJ�SKRWRFDWDO\VWV�VXLWDEOH�IRU�
PLFURSODVWLF�GHJUDGDWLRQ��DQG�WKH�H[DPLQDWLRQ�RI�WKH�HIIHFWV�RI�WKH�W\SHV�RI�SODVWLF�DQG�SKRWRFDW-
DO\VW�FRQFHQWUDWLRQ�RQ�PLFURSODVWLF�GHJUDGDWLRQ�UHPDLQV�OLPLWHG��7KH�DLP�RI�WKLV�VWXG\�LV�WR�HYDO-
XDWH�WKH�HIIHFW�RI�SODVWLF�W\SH�DQG�SKRWRFDWDO\VW�FRQFHQWUDWLRQ�RQ�WKH�GHJUDGDWLRQ�RI�SODVWLF��:H�
XVHG�IRXU�W\SHV�RI�SODVWLF�ÀOPV�LQ�WKH�H[SHULPHQW��ORZ�GHQVLW\�SRO\HWK\OHQH��/'3(���KLJK�GHQ-
VLW\�SRO\HWK\OHQH��+'3(���SRO\SURS\OHQH��33��DQG�SRO\HWK\OHQH�WHUHSKWKDODWH��3(7���ZKHUH�WKH�
GHJUDGDWLRQ�RI�WKH�SODVWLF�ZDV�PHDVXUHG�E\�ZHLJKW��7KH�PRVW�XVHG�DQG�FRPPHUFLDOO\�DYDLODEOH�
7L22��3����ZDV�XVHG�DV�D�SKRWRFDWDO\VW�ZLWK�GLIIHUHQW�FRQFHQWUDWLRQV�IURP�������WR�����J�/-1��7KH�
SODVWLF�GHJUDGDWLRQ�H[SHULPHQW�XVHG������FP�VTXDUHV�ÀOPV�ZLWK����WR�����P�WKLFNQHVV�XQGHU�
XOWUDYLROHW�OLJKW�LUUDGLDWLRQ�XVLQJ�QLQH�EODFN�OLJKW�ÁXRUHVFHQW�ODPSV����:��ZDYHOHQJWK�����²����
QP���7KH�GHJUDGDWLRQ�DQG�VXUIDFH�PRUSKRORJ\�RI�WKH�SODVWLF�ÀOP�ZDV�HYDOXDWHG�E\�PHDVXULQJ�
ZHLJKW�ORVV��FDUERQ\O�LQGH[��DQG�VFDQQLQJ�HOHFWURQ�PLFURVFRS\��7KH�UHVXOW�VKRZHG�WKH�/'3(�KDG�
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WKH�KLJKHVW�ZHLJKW�ORVV�FRPSDUHG�WR�RWKHU�SODVWLF�W\SHV��ZKLFK�FRXOG�EH�GXH�WR�LWV�VLPSOH�VWUXF-
WXUH�FRQVLVWLQJ�VROHO\�RI�&²+�VLQJOH�ERQGV��$GGLWLRQDOO\��WKH�KLJKHVW�GHJUDGDWLRQ�UDWH�ZDV�RE-
VHUYHG�ZKHQ�WKH�SKRWRFDWDO\VW�FRQFHQWUDWLRQ�ZDV������J�/-1��7KH�UHDVRQ�IRU�WKH�GHJUDGDWLRQ�UDWH�
GHFUHDVH�DW�FRQFHQWUDWLRQV�DERYH������J�/-1�ZDV�SUREDEO\�GXH�WR�WKH�VHOI�OLJKW�VKLHOGLQJ�HIIHFW�RI�
7L22��7KH�ORZ�GHJUDGDWLRQ�UDWH�DW�D�ORZHU�FRQFHQWUDWLRQ�RI�OHVV�WKDQ������J�/-1�FRXOG�EH�GXH�WR�
LQVXIÀFLHQW�FDWDO\VW�FRQFHQWUDWLRQ��,Q�WKH�IXWXUH��LW�ZLOO�EH�LPSRUWDQW�WR�DQDO\]H�WKH�GHJUDGDWLRQ�
SDWKZD\V�E\�PHDVXULQJ�LQWHUPHGLDWHV�GXULQJ�WKH�GHJUDGLQJ�SURFHVV�IRU�HDFK�SODVWLF�W\SH�

Keywords:�0LFURSODVWLF�GHJUDGDWLRQ��3KRWRFDWDO\VW��7LWDQLXP�R[LGH��:DVWHZDWHU�WUHDWPHQW

1. 緒　言

近年、生活圏から流出したマイクロプラスチック（MP）
による海洋汚染が国際的に問題となっている。プラス
チックは加工しやすく、大量生産しやすいなどの点から
日用品に多く利用されている。しかし、自然界では分解
されにくいという特徴から、一度環境中へ放出されると
海洋まで流れ着き、蓄積する。2019 年の *��大阪サ
ミットにおいて、2050 年までに海洋プラスチックごみによ
る追加的な汚染をゼロまで削減することを目指す「大阪
ブルー・オーシャン・ビジョン」が提唱された。このような
背景から効率的なMP削減に向けた技術の確立が求め
られており、太陽光照射によって有機化合物の酸化分
解が可能である光触媒に期待が寄せられている。

MPは、その発生源から一次と二次に分けられる。
一次MPとは、元々 5 mm以下のサイズで製造された
プラスチックである。例えば、ペレット、洗顔料・歯磨き
粉に含まれるマイクロビーズがある。これらが排水処理
施設に流されると、一部のMPはろ過システムを通過し、
淡水環境に放出される可能性がある（&DUU�HW�DO��������

0XUSK\�HW�DO������）。二次MPは、プラスチック製品が
断片化して形成されたものである。プラスチックは、高
分子、疎水性、架橋構造であることから生分解に強い
耐性がある（*DXWDP�HW�DO������）。焼却されずに環境
中に放出されたプラスチックは、紫外光や高温、波の影
響で断片化しMPとなる。また、衣服の素材として利用

されている合成繊維も別の形態のプラスチックであるが、
洗濯中に衣服あたり最大 1900 本の繊維を排出すること
が指摘されており（%URZQH�HW�DO������）、一次MPと同
様の経路で、環境中に放出される可能性がある。

MPは存在量が多くかつ粒子径が小さいために、動
物プランクトンや微生物によって摂取されやすく、食物
連鎖を通じてさまざまな海洋生物に侵入する。マグロ
（1HWR�HW�DO������）、メカジキ（5RPHR�HW�DO������）な
ど、ヒトが消費する魚種からもMPが検出されている。
また、空気中や塩、飲料水などにも含まれているとの報
告もある（=KDQJ�HW�DO������）。MPは私たちヒトの唾液
（$EEDVL�	�7XUQHU�����）、肺組織（$PDWR�/RXUHQoR�

HW�DO������）、および便（/XTPDQ�HW�DO������）などから
も発見されており、年間約 ������²�������個のMP粒
子が人体に侵入していると推定されている（&R[�HW�DO��

2019）。インドネシアで行われたヒトの便に含まれるMP

の調査（&R[�HW�DO������）では、高密度ポリエチレン
（+'3(）が最も多く検出された。また、低密度ポリエ
チレン（/'3(）、ポリプロピレン（PP）、ポリスチレン（PS）、
ポリエチレンテレフタラート（PET）などのMPが検出さ
れており、様々な種類のプラスチックを摂取していること
がわかった。しかし、MPが人体に与える影響は未だ
解明されておらず、ヒト臓器細胞を用いた研究が進めら
れている。

MPは比表面積が大きく、環境中の多環芳香族炭化
水素（3$+V）、ポリ塩化ビフェニル（3&%）、臭素系難
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燃剤（3%'(V）、ダイオキシン及び金属などを表面吸着
することが確認されている（%HVVHOLQJ�HW�DO������）。これ
らの環境汚染物質を表面吸着したMPが、風や海流
の作用で長距離運搬されることや、生物体内に侵入す
ることが懸念されている。
一方、光触媒とは、光を吸収して酸化還元反応を引

き起こす半導体材料である。固体はバンド構造からなり、
半導体や絶縁体は、価電子帯と呼ばれる電子が最大
限収容されているバンドと、伝導帯と呼ばれるエネルギー
の高い空のバンドを持つ。二つのバンドのエネルギー差
をバンドギャップといい、これより大きいエネルギーを持つ
光を吸収することで、価電子帯の電子が励起され伝導
体へ移る。この際に価電子帯にできた電子の空きを正
孔という。
光触媒は励起電子および正孔によってラジカルを生成

し、これが有機化合物を分解するきっかけとなる。（���）
式に示す通り、励起電子 e－は酸素を還元し、スーパー
オキシドアニオンラジカル Ã22

－を発生させる。

O₂ + e- → ·O₂- （���）

この反応により、励起電子と正孔の再結合を抑制し、
光触媒反応速度を向上させる。
正孔 h+では、（���）式、（���）式のように、水や水
酸化物イオンを酸化し、ヒドロキシルラジカル Ã2+を発生
させる。

H₂O + h+ → ·OH + H+ （���）

OH- + h+ → ·OH （���）

有機化合物 5̶+と Ã2+が反応すると、（���）式の
ような水素引き抜き反応が起こり、有機ラジカル Ã5が発
生する。

R̶H + ·OH → ·R + H₂O （���）

また、正孔が直接反応する場合、（���）式のように
カチオンラジカル Ã5++が生成する。しかし、（���）式の
ように分解され、（���）式と同様の Ã5が発生する。

R̶H + h+ → ·RH+ （���）

·RH+ → ·R + H+ （���）

酸素が存在すると、このラジカルを開始剤とする連鎖
反応によって、有機化合物の酸化分解が進むことが明
らかになっている（大谷 2005）。
光触媒による酸化分解はこれまで、合成染料や医
薬品などの水中に溶存する難分解性有機化合物を分
解対象として研究されてきた。しかし近年、水中に溶
存する有機化合物のみならず、固形の環境汚染物質
であるMP分解への応用が注目され始めている（Ariza-

7DUD]RQD�HW�DO������）。プラスチックは、光触媒反応によっ
て鎖の切断、分岐、架橋を引き起こし、最終的に+22

と&22に完全に無機化される（$OL�HW�DO��������7RID�HW�

DO��������<RXVLI�	�+DGGDG�����）。排水処理システム
に光触媒技術を導入することで、生活排水や産業排水
に含まれるMPを除去し、環境中に放出されるMPを
取り除くことが可能と期待される。しかしながら、微細な
懸濁粒子のMPの場合、光触媒による分解の過程を
分光法や高速液体クロマトグラフィー（+3/&）、または
MPの重量変化などで評価することが困難という課題が
あった。そこで、プラスチックの種類による分解効率へ
の影響を体系的に評価するため、より分解評価が容易
なフィルム状のプラスチックをMPの代わりに用いて評価
を行うこととした。フィルム状プラスチックであれば、光触
媒粒子や処理水との分離が容易であり、分解過程を重
量変化で追跡しやすい。したがって、本研究では、1）
光触媒を用いた紫外光下でのプラスチックフィルム分解
の実験系および評価方法を確立すること、2）プラスチッ
クの種類による分解速度の違いを検討すること、3）光
触媒濃度が分解速度に及ぼす影響を検討することの三
点を目的とした。
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2. 材料と方法

2.1. 材料
光触媒として、酸化チタン7L22（P25、日本アエロジル）

および、分解対象物として高密度ポリエチレン（+'3(）、
低密度ポリエチレン（/'3(）、ポリプロピレン（PP）、ポ
リエチレンテレフタラート（PET）の 4種類のプラスチック
フィルム（7DEOH��）を使用した。

;HISL����7SHZ[PJ�Ä�STZ�\ZLK�HZ�KLNYHKH[PVU�VIQLJ[Z��

�.&�� ���'�+ �) %$� ��$*���)*'�'� +�' �).�
)� �!$�((�

�/#��

�%,���$( ).�&%".�)�."�$�� ���� ��&�-��%'&%'�) %$� �'�$(&�'�$)� �
�

� �����$( ).�&%".�)�."�$�� ���� �(�� ��*(� ��%�.%� �� )�� 	��

�%".&'%&."�$�� ��� �� .%��%�.%� �'�$(&�'�$)� �
�

�%".�)�."�$��)�'�&�)��"�)�� ����
�%'�.��$�*()' �(��

�$���
�'�$(&�'�$)� �
�

�
2.2. プラスチックフィルム分解実験
超純水に任意の濃度となるよう7L22を加え、15分間
超音波分散した。次に、各プラスチックフィルムを �����

cm四方に切り取り、直径 ����FPのシャーレに乗せ、
7L22分散液を�����P/加えた。フィルムが浮かないよう
に円筒状の透明なガラスを乗せ、フタをした。89ランプ（��

W、���²����QP）を上部に 3本、左右 3対の計 9本
を用いて、3方向から紫外光を照射した。分解実験は、
異なる種類のプラスチックフィルム分解実験および、異な
る7L22濃度によるプラスチックフィルム分解実験の 2種
類行った。異なる種類のプラスチックフィルム分解実験
では、分解対象物として上述の 4種類のプラスチックフィ
ルムを使用し、7L22濃度 ����J�/－1、上部のライトとの
距離を20 cmとした。一方、7L22濃度を変えた実験では、
�����、����、���、�J�/－1とし、分解対象物を/'3(、
上部のライトとの距離を15 cm（)LJ���）とした。

-PN�����9LHJ[VY�KPHNYHT�MVY�WSHZ[PJ�Ä�ST�KLNYH�

dation.

2.3. 評価方法
以下の手順で経時的に質量損失を測定した。まず、
紫外光照射を停止した後、シャーレからフィルムを取り出
し、超純水（洗瓶）で洗浄した。その後、3時間風乾し、
フィルムの質量を測定した。測定後、フィルムをシャーレ
に元通りセットし、紫外光照射を開始して実験を継続し
た。質量損失は（���）式を用いて算出した。

質量損失（%）= ―×100%
（M₀ - M）

M₀
（���）

ここで、M0は実験前のフィルムの質量、Mはサンプ
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リング時のフィルムの質量である。
走 査 型 電 子 顕 微 鏡（FE-SEM、-60�����0、

-(2/）を用い、実験前後の各フィルムの表面観察を行っ
た。帯電防止のために、オスミウムのスパッタコーティング
（放電時間 �秒）を行い、加速電圧 ��N9、エミッショ
ン電流 10 µAで電子線を照射し、二次電子を検出した。
フーリエ変換赤外分光光度計（)7�,5、,5$IÀ�QLW\�

1S、島津製作所）を用いて、実験前後のプラスチック
フィルムの官能基および化学結合を同定し、カルボニル
インデックス（&,）を算出した。試料作成には、粉砕機
を用いて.%Uを粉末状にし、フィルムの一部をカッター
で切り取った。切り取ったフィルムの上下に粉末を充填
させ、錠剤を作成した。分解能を 4 cm－1、積算回数
を20回として測定した。得られたスペクトルから、（���）
式を用いて&,を算出した。

CI = ―
1720 cm-1のピーク面積
1360 cm-1のピーク面積

（���）

1720 cm－1付近のピークは & 2伸縮振動、�����FP
－1付近のピークはC̶+変角振動に起因する。&,はプ
ラスチックの劣化評価によく用いられる指数であり、プラ
スチックの酸化分解が進むにつれて大きい値を示す。プ
ラスチックは酸化分解が進むと、ケトン、アルデヒド、カ
ルボン酸が生成され、& 2伸縮振動に由来する ,5ピー
ク強度が大きくなるためである。

3. 結果

3.1. 異なる種類のプラスチックフィルム分解
3.1.1. 質量損失
)LJ�� �Dに各プラスチックフィルムの質量損失の経

時変化を示した。実験開始から 24 日後の /'3(、
+'3(、PP、PETの質量損失はそれぞれ ����、����、
����、������となった。最小二乗法を用いて分解速
度を求めた結果、得られた近似直線はすべての条件
において決定係数 52 が ���� 以上を示したことより、
時間に比例して質量損失が大きくなる 0次反応の分

解モデルであることが示唆された。得られた各フィルム
の分解速度を )LJ�� �Eに示した。/'3(とPPの分解
速度はそれぞれ �����、��������GD\－ 1であり、比
較的高い値を示した。一方、PETと+'3(の分解
速度はそれぞれ �����、��������GD\－ 1であり、低
い分解速度であった。対照区（/'3(、7L22なし）
では、実験期間中にわずかに質量変化が確認された
ものの、質量損失は 0であった。したがって、本実
験では、紫外光によるプラスチックの直接劣化は質量
損失に影響なく、すべて光触媒による分解であること
が確認できた。

Fig. 2. (a) Change over time in mass loss of each 

plastic film and (b) Degradation rate of each 

WSHZ[PJ�Ä�ST�
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3.1.2. カルボニルインデックス（CI）の算出
分解前後の /'3(の )7�,5スペクトルを )LJ�� �に

示した。それぞれのスペクトルはポリエチレンにみられ
る 4本のピークを示した。2915 cm－1と�����FP－1に
見られたピークは C̶+伸縮振動に由来する。また、
����� FP－1と720 cm－1に見られたピークは C̶+変
角振動に由来する。/'3(分解後のスペクトルには、
1710 cm－1にケトンの & 2伸縮振動に由来するピー
クが見られた。光触媒実験前後の /'3(の &,は
�����から �����まで増加し、酸化分解が進行したこ
とが確認された。一方で、その他 3種類の試料では
カルボニル基のピークの増加がみられず、&,は変化
しなかった。

-PN�����-;�09�ZWLJ[YH�VM�3+7,�Ä�ST�ILMVYL�HUK�

after degradation.

3.2. TiO2 濃度が LDPEフィルム分解に与える影響
3.2.1. 質量損失
)LJ���Dに各光触媒濃度（�����、����、���、��J�/－1）

での質量損失の経時変化を示した。得られた結果の最
小二乗法による近似直線は、すべての条件において決
定係数 52が ����以上を示し、���の実験と同様に 0

次分解モデルであった。30日後の /'3(フィルムの各
光触媒濃度での質量損失、および分解速度を7DEOH��

に示した。また、7L22濃度と分解速度の関係を)LJ���E

に示した。得られた分解速度は、7L22濃度に対して上
に凸となり、最も高い分解速度は 7L22濃度 �����J�/－1

の条件であった。7L22濃度 �����J�/－1の質量損失は
�������、分解速度は ��������GD\－1となった。一方、
7L22濃度 ������J�/－1で最も低い分解速度を示し、質
量損失は ������、分解速度は ��������GD\－1となった。

Fig. 4. (a) Change over time in mass loss at 

each photocatalyst concentration and (b) Re-

lationship between photocatalyst concentra-

[PVU�HUK�3+7,�Ä�ST�KLNYHKH[PVU�YH[L�
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Table 2. LDPE degradation rate and mass loss after 30 days at each photocata-

lyst concentration

�

�

�

�

��� ��� ��!� ������� �� ������������ ������ ����� ���� ��
�������������� 
���� 		�
�� 	����� �����
������� ������ �������!���� ���
�� ������ ����� ������

3.2.2. 表面観察結果
)LJ���に、各 7L22濃度における実験終了時の /'3(

フィルム表面観察結果を示した。SEM画像より、7L22

濃度が高くなるほど 7L22粒子の付着量が多く観察され
た。�����、�����J�/－1では、表面がほとんど分解され
凹凸ができていた。���、��J�/－1では、フィルム全体に
7L22粒子が吸着しており、穴は数か所で観察された。
各フィルムの目視による観察では、7L22濃度が低い

�����、�����J�/－1の条件では、フィルム表面に光沢が
確認され、フィルムの色は透明から白色になった。一方
で、���、��J�/－1では、フィルムの色は半透明となった。

Fig. 5. SEM images of LDPE film 30 days 

after the start of degradation for each photo-

catalyst concentration (a) 0.001 g L-1 (b) 0.01 

g L-1 (c) 0.1 g L-1 (d) 1 g L-1

4. 考察

異なるプラスチックフィルムの分解実験より、プラスチッ
クの構造によって分解速度が左右されたと考えられる。
/'3(、PPは C̶+単結合からなる単純な構造を持

つことから、活性種による主鎖の切断が起こりやすい。
PETは、ベンゼン環やエステル結合を含むことで、主
鎖の切断に使われる活性種の数が相対的に減少したた
め、低い分解速度を示した。同じポリエチレンであるに
も関わらず、+'3(の分解速度が /'3(に劣ったのは、
+'3(フィルムがより高密度であることから、活性種の拡
散抵抗が大きいこと、また、/'3(が透明であるのに対
し、+'3(は白色であるためフィルム内の光透過率が低
く、特にフィルム裏側に存在する7L22への光供給が不
十分であったことなどが理由と考えられる。
)7�,5による結果から、/'3(を除くほとんどの試料で

カルボニル基由来のピークが見られなかった。測定には
実験したフィルムの一部分を切り取って用いていることか
ら、測定した箇所では分解が進んでいなかったと考えら
れ、分解は局所的に進行していることが示唆された。
/'3(フィルムの分解は、以下の（�������）式の経
路で進行すると報告されている（7RID�HW�DO������）。光
触媒によって生成された Ã2+と/'3(が反応すると、
ポリエチレンアルキルラジカル �̶Ã&+2&+2̶)nが発生
する。次に、酸素と反応し、ペルオキシラジカル �̶
&+2̶+&22Ã̶&+2̶)nが生成される。その後、水
素引き抜き反応によってヒドロペルオキシド �̶&+2̶
+&22+̶&+2̶)nが生成される。（���）式のようにヒド
ロペルオキシドが分解することでアルコキシラジカル �̶
&+2̶+&2Ã̶&+2̶)nが生成される。このアルコキシラ
ジカルによってカルボニル基が生成される。したがって、
ヒドロペルオキシドの存在量が分解速度を決定する重要
な値となる。

(̶CH₂CH₂̶)n + ·OH → (̶·CH₂CH₂̶)n + H₂O （���）
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(̶·CH₂CH₂̶)n + O₂ → (̶CH₂̶HCOO·̶CH₂̶)n （���）

(̶CH₂̶HCOO·̶CH₂̶)n + (̶CH₂CH₂̶)n →(̶CH₂̶HCOOH̶CH₂̶)n +
(̶·CH₂CH₂̶)n （���）

(̶CH₂̶HCOOH̶CH₂̶)n → (̶CH₂̶HCO·̶CH₂̶)n + ·OH （���）

(̶CH₂̶HCO·̶CH₂̶)n → Carbonyl groups （���）

7L22濃度による/'3(フィルム分解での結果より、)LJ��
�Eのプロットの概形が上に凸となった理由として、7L22濃
度が低濃度の領域では、フィルムと7L22との総接触面
積が小さくなり、分解速度が低下する一方、光触媒濃度
が一定以上になると、7L22自身による自己遮蔽効果によ
り光供給が不十分となり、分解速度の低下が起きている
と考えられる。すなわち、シャーレに対する7L22粒子の
被覆率がおよそ 1となる光触媒濃度で分解速度が最大
になると推察できる。そこで、以下の（���）式から光触
媒粒子によるプラスチックフィルム表面の被覆率を算出し、
実験で得られた最適値と比較した。

被覆率= ―S

cV 
ρ

6
πD³

πD²
4―  ×  ―  ×  ― （���）

ここで、cは光触媒濃度 >J�/－1]、9は懸濁液量 >/@、
ρは 7L22密度 >J�FP－3]、Dは P25の平均粒子径 [cm]、
Sはシャーレ底面積 [cm2]である。本実験では、V = 

�����× 10－3�/、ρ� ������J�FP－3、D = 21 × 10－7 cm、
S� �����FP2であるため、これらをもとに光触媒濃度を算
出した結果、c� ��������J�/－1が得られた。この値は、
本実験で最大の分解速度を示した光触媒濃度である
������J�/－1と非常に良い一致を示している。
以上より、今回用いた 4種のプラスチックの中では、

最も単純な構造を持つ /'3(が最も光触媒により分解
されやすく、また光触媒濃度としては、シャーレ底面へ
の 7L22被覆率が 1となる濃度、すなわち ������J�/－1

で最も高い分解速度を示すことがわかった。プラスチッ
クの構造、光触媒の濃度が分解速度を左右する大きな
要因となることが示された。

5. 結論

本研究では、7L22光触媒を用いて紫外光下でプラ
スチックフィルムの分解を行った。プラスチックの種類に
よる比較を行った結果、/'3(が最も大きい分解速度
を示した。/'3(は C̶+単結合からなる最も単純な
構造を持つプラスチックであり、活性種による主鎖の切
断が起きやすいためと考えられた。7L22濃度による比
較を行った結果、�����J�/－1で最も大きい分解速度を
示した。シャーレに対する7L22粒子の被覆率がおよそ
1になる光触媒濃度は、�������J�/－1と算出され、実
験で得られた結果と良い一致を示した。本研究は光
触媒によってプラスチック分解が進むことを明らかにし、
MP分解に向けた足掛かりとなった。
)7�,5スペクトルを測定した結果、& 2伸縮振動に

由来するピークはほとんど見られず、中間体の同定を
行えていない。そこで、今後はプラスチック分解の最
終生成物となる&22生成量をモニタリングする実験系
を構築し、プラスチック分解がどこまで進行するかを調
査する予定である。また、実際にMPを用いて実験を
行い、MP分解の実験系および評価方法の確立を目
指す。今回は市販の 7L22光触媒を用いて紫外光下
で実験を行ったが、今後は、可視光応答性を持つア
イソタイプヘテロ接合 J�&314を用いて、可視光下で実
験を進めていく。これにより太陽光を用いた持続可能な
MP処理システムの確立を目指す。
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